










































































































































































































































































































































































































学習院法務研究第 2 号（2010 年）
の航行が停止するため、船舶が定期傭船契約の対象である場合にはオフハ
イアーに当たるかどうかが問題となる。
4.3.3．海賊による拿捕とオフハイアーについて、最近、ロンドンの高等裁判
所で判断が出された13。これによると、ニューヨークプロデュース方式の
フォーム（NYPE1946）オフハイアー条項をそのまま使用した定期傭船契
約（準拠法は英国法）の対象船舶が海賊に拿捕された場合であっても、オ
フハイアーを構成しない、すなわち、傭船者は傭船料を支払わなければな
らないとされている。
4.3.4．この判断は、上記フォームのオフハイアー条項には、海賊による拿捕
が含まれていると解釈できないという理由づけで傭船者の主張を退けてい
るので、上記フォームの文言を修正することによって、海賊による拿捕を
オフハイアーの事由とすることは可能である 14。従って、この問題は、定
期傭船契約における船主と傭船者のリスク分担の問題となる。
4.3.5．傭船料を譲渡担保にとる担保権者にとって、船主がどのようなリスク
を負うのかは重要な問題である。対象船舶の航行地域等を考慮しながら、
船主が締結する定期傭船契約のオフハイアー条項のチェックを行う必要が
あると思われる。
4.3.6．もう一つ海賊の拿捕の場合に問題となるのが、船体保険である。船体
保険には、推定全損事由が定められているところ、この中に海賊の拿捕が
一定期間（60日や120日などがある）以上継続したときが含まれることが
ある。このような推定全損事由がある場合に、拿捕された船舶を推定全損
として処理し、保険金から回収するのか、解放に向けた努力を行うのかは、
問題発生時の状況（残債務の額、船主の意向、保険会社の意向等）を考慮
しながら決定することになると思われる。
13 Cosco Bulk Carrier Co. Ltd. C Team-Up Owning Co. Ltd. [2010] EWHC 1340 (Comm) 
（Jun. 11, 2010）.
14 契約準拠法が英国法であった事案であるから、それ以外の契約準拠法が指定された場
合には別途の考慮が必要となる。
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4.4．船主破産の場合
4.4.1．ここでは、船主の設立地で破産手続（ないし類似の手続）が開始され
た場合について、検討する。
4.4.2．船主の設立地での破産手続において、各法律問題に関する準拠法は、
法廷地、すなわち、当該設立地の国際私法により決定される。
4.4.3．船舶抵当権者にとって問題となる法律問題は、船舶抵当権の効力およ
び優先順位であり15、傭船料及び保険金の譲渡担保権者の立場からは債権
譲渡の効力及び第三者対抗要件（管財人に対抗できるか）が問題になると
思われる。
4.4.4．船舶抵当権の効力に関する問題は、船籍地の法により決定される可能
性が高いと思われる。他方、船舶抵当権の順位の問題は、船籍地の法、船
舶の現在地の法などが適用される可能性があると思われる。
4.4.5．債権譲渡契約の成立及び効力について、集合債権譲渡担保の効力およ
び将来債権譲渡担保の効力が問題になる。この点は、譲渡担保契約におい
て指定された準拠法により判断される可能性が高いと思われる。
4.4.6．債権譲渡の第三者対抗要件の準拠法について、①譲渡対象債権の発生
原因である契約の準拠法によるとする立法政策、②譲渡人の所在地法の準
拠法によるとする立法政策、③債務者の所在地法によるとする立法政策が
ありうる16。従って、船籍地がどのような立法政策をとっているかにより、
第三者対抗要件具備の方法が異なることになる。
15 ただし、船舶に余剰価値が全くない場合には、日本の破産法における別除権のように、
管財人の支配下に組み込まれない扱いが行われる可能性があり、その場合には前述し
た船舶抵当権者によるアレストによって換価・回収が行われることになると思われる。
16 ①は法の適用に関する通則法第23条が採用した立法政策である。②は、法の適用に関
する通則法の審議において、案として出されたものであり、③は改正前の法例におい
て採用されていたものである。小出邦夫『逐条解説　法の適用に関する通則法』2009年
商事法務269頁以下を参照。
